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第１回大阪府流域下水道事業の経営戦略検討懇話会　議事要旨

日時　：平成28年2月17日（水）　14時～16時40分

場所　：大阪府公館　大サロン
出席者：貫上委員、佐藤委員、砂原委員、武田委員、深澤委員（五十音順）　計５名

■主な議題
Ⅱ．経営戦略策定の背景　　　　　　　　　　　　　　　　 7頁～13頁
Ⅲ．下水道の役割と効果（基本的事項）　　　　　　　　　14頁～26頁
Ⅳ．下水道を取り巻く社会情勢の展望　　　　　　　　　　27頁～35頁
Ⅴ．経営戦略（投資・財政計画）の作成に向けて　　　　　36頁～58頁
Ⅵ．投資計画と財政計画の均衡に向けた取組み事例　　　　59頁～66頁
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※頁数は配布資料のもの

■概要：〔以下、〇委員　　●事務局〕
· Ⅱ～Ⅲについての概要
　〇　ROSE PLAN（大阪府下水道整備基本計画）策定時と現在の社会情勢の変化として、具体的に人口減少・高齢化の進行、施設の老朽化、技術革新の進展、大規模災害の発生リスクの増大等を挙げているが、大きく変わったと認識している部分はどこか。

●　下水道事業の建設費は国交付金が基になるが、国全体の交付金が減少傾向にある中、大阪府においても、国からの交付金は同様に減少傾向になっている。

下水道事業は、技術革新が急激に進む事業。十数年前は主流で無かったものが主流になっている技術もある。
大規模災害としては、阪神淡路大震災の経験もあり想定できるものもあるが、東日本大震災の特色である津波の被害が非常に大きく、対応しなければならないものもある。
経営戦略策定にあたって、国交付金が減少する中で必要な事業に対する予算確保、コスト縮減になる技術、災害対策（浸水・地震）等の不十分な所について検討していく。
〇　流域下水道として、市町村負担金以外に一般の人から使用料手数料を徴収することがあるか。

歳出歳入決算書に出てくる使用料手数料とはどういうものか。
●　一般ユーザーから大阪府が直接下水道使用料をいただくことはなく、市町村経由で市町村負担金としていただいている。一部、下水道施設を特定の人や事業者に目的外使用という形で使用しているものについて使用料手数料をいただいている。
〇　個人負担となる汚水処理料金は、大阪府内同一料金なのか。
●　下水道使用料は、市町村毎に条例に基づき決められており、使用料水準は市町村毎によって違う。

· Ⅳについての概要
〇　人口推計は平成52年度までだが、どの程度の幅を持った人口変動を考えているか。ある程度の増・減幅を考慮した計画を行う必要がある。今後の検討の基礎となる数字なので教えてほしい。
●　流入水量を算出するのに、人口推計は重要である。本資料のデータは、将来の変動傾向を説明するもので、今後の検討では、ある程度の増・減幅を考慮した値を示していく。
〇　下水道使用料は各市町村の条例で決めているということだが、流域下水道と単独公共下水道の両方を有している市町村は、原価は違うが使用料は同じになるが、どのように料金設定しているのか。
●　下水道使用料を市町村が算定する根本として、ランニングコストと建設費の起債償還費がベースとしてある。これらを含めた上で算定期間3年とか5年の中で必要な経費がどれぐらい掛かるかを処理区関係なく、市域全体で計算するのが一般的である。
〇　大阪府が市町村負担金を求めるのも、流域に関係なく求めるのか。
●　建設費、維持管理費とも、各処理区で市町村毎にいくらで割振るかを関係する市町村間で取決めている。建設費も維持管理費も処理区単位で計算している。
〇　例えば豊中市から見れば、箕面市の北の方で流域下水道の区域を増やすと、豊中市の負担金は増えるのか。
●　建設費の場合、面積比とか水量費での按分となる。箕面市で面積や水量が計画上増えると、豊中市の負担率は下がる。一つの区域を新たに開発し下水道区域を拡大する場合、その処理区内の費用を市町村毎にいくらで割振るかは、再度、処理区毎に関係する市町村間で負担率の考え方を整理することになる。
〇　建設投資が年々減ってきているとのことだが、一定整備が進み、改築更新もあるが、新設整備が減ってきている分と税収減とのタイミング的な意味合いで減ってきているのでは。今後の懇話会では性質別に分けた形でデータを示してほしい。併せて維持管理費の割合がどうなっているのかも示してほしい。
●　建設事業費について新設、改築更新、汚水、雨水等性質別に示し、併せて維持管理費の割合も示していく。
〇　下水道使用料は、大阪府で市町村負担金を提示して、各市町村が条例で下水道使用料を決めるという順番になるのか。府内の市町村負担金は、基本的には公平というイメージで良いか。また、処理区によって投資額が違うので多少の差が有るということか。
●　大阪府から市町村に対して処理区毎に市町村単位で今後５ヶ年の負担金見込を示しており、各市町村の下水道使用料は、それをベースに算定していると思われる。
処理区内で市町村毎にいくらで割振るかというのは、処理区毎に関係する市町村間で取り決めしている。
· Ⅴ～Ⅵについての概要
〇　老朽化対策で、設備の健全化の評価について、その評価状況を次回以降教えてほしい。
また、ランク分けは出来ているのか。
●　評価状況及びランク分けについて、次回以降に示します。
〇　大阪府流域下水道経営ビジョン（H23策定）の維持管理費の人件費削減で、目標10％減で現状が7.6％であるが、10％まで計画を立てていくということで良いのか。
●　投資財政計画を立てていく中で、大阪府流域下水道経営ビジョンの維持管理費のコスト縮減項目を踏襲した形で盛り込んでいきたいと考えている。
〇　人員減の目標としては、行わなければならない業務があるので、どれだけサービスを提供するのかがあって、どれだけの人員が必要かということを決めないといけない。
●　業務量に応じた適正な人員の算定が基本原則だと思っている。今までの人員縮減の事例として、各処理場にある管理センターの総務事務を扱う職員を、本部事務所に集約化し、同様の業務をまとめることで効率化を図って人員削減をしている。
○　大阪府一般会計繰出金の環境対策に要する費用と高処理単価対策に要する費用について、過去５年どのような金額なのか推移を教えていただきたい。

●　大阪府一般会計繰出金がいくらだったのか、市町村の負担金がいくらだったのか、次回以降お示ししていく。
〇　処理区毎に関係する市町村間で取り決めた費用の振分けの考え方について、処理区だけの話しで留まっていいのか、公平性の考え方で大阪府下統一するのかで、市町村負担金が変わってくる。今後の検討課題になると思うので、どう考えているかを聞きたい。
●　平成19年度以前に一部事務組合で維持操作を行っていた当時の算定ルールを一元化後も引き続き行っている。大阪府内統一するべきというご意見をいただいたが、府のみで決められることではないので、いただいたご意見を基に関係市町村とも話をしていく。
〇　財政計画と投資計画の境目について、お金を使うのが投資計画で、お金をどう按分するのかが財政計画だと思うが、そういう区分で良いのかと思う。物を作って売るときに値段が高い、では値段を下げましょうと見る。補助は、建設費を下げる使い方になっている。投資の議論のベンチマークとして、補助を抜いた時にどれくらいの従量でお金が掛かるのか、あればいいと思う。
平準化の方法で、企業で考えたら何を捨てるのか捨てないのか、何を優先的にやるのか、これは投資をするかしないかにかかってくるが、そこを教えてもらいたい。設備投資で新規は先延ばしできるが、更新をしないということは難しい。人件費は減分を委託費で補っていたら一緒。計画を考えるときは、事業の構造的な検討が必要である。

●　投資計画を立てるときに、国交付金をあてにせずに議論するべきじゃないかという意見。投資・財政計画を立てるにあたり検討したい。また、何を優先するのか、何に投資するのか等についても次回以降示していく。
PAGE  
- 1 -

